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１． 平成２９年度の予算規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計予算   ３２５億４千万円 

 ( 前年度比 ▲１4 億 6，０００万円、▲４．３％ ) 

 

 

 

特別会計予算   ３９０億６，９８９万円 

( 前年度比 ＋５億８，６０５万円、＋１．５％ ) 

 

○特別会計予算 

 ・国民健康保険事業勘定特別会計        １６１億８，８１８万円 

   （ 前年度比 ▲１億２，６２４万円、▲０．８％ ） 

 ・土地取得特別会計                ７億６，０２１万円 

   （ 前年度比 +６億５６０万円、+３９１．７％ ） 

 ・部落有財産特別会計                    ５６万円 

   （ 前年度比 ▲１４万円、▲２０．０％ ） 

 ・介護保険特別会計              １０２億１，２００万円 

   （ 前年度比 ＋２億５，５５７万円、＋２．６％ ） 

 ・後期高齢者医療特別会計            １８億７，４１２万円 

   （ 前年度比 ＋１億２，３１１万円、＋７．０％ ） 

 ・水道事業会計                 ３７億３，５８６万円 

   （ 前年度比 ▲９億６０９万円、▲１９，５％ ） 

 ・下水道事業会計                ６２億９，８９８万円 

   （ 前年度比 +６億３，４２４万円、+１１，２％） 

 

※各特別会計の単位未満を四捨五入しているため、内訳の合計が総数に合っていません。 
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２．市民１人当たりのお金の使われ方（市民サービス状況） 

 

平成２９年度の一般会計予算を、市民１人当たりに置き換えました。 

実際の予算額を河内長野市の人口（１０８，４８８人：平成２８年１２月末日現在）

で割り、目的別に表しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務費 

情報化や自治推進のために 

31,900 円(前年度:34,100 円) 

民生費 

高齢者、児童の福祉などに 

140,800 円(前年度: 135,700 円) 

土木費 

道路、河川、公園の 

整備などに 

23,400 円 

(前年度:23,700 円) 
公債費 

借金の返済のために 

28,200 円 

(前年度:26,900 円) 

衛生費 

ごみの処理や病気予防などに 

28,300 円(前年度: 41,500 円) 

教育費 

学校、公民館、図書館やスポーツ 

施設などに 

25,600 円(前年度:28,500 円) 

消防費 

消防活動や 

防災のために 

11,200 円 

(前年度: 

10,600 円) 

その他 

議会関係 

経費など 

10,500 円 

(前年度: 

9,400 円) 

平成２9 年度一般会計 

 

市民１人当たりの予算 

299,900 円 

市民１人当たりの借金 

291,300 円 

市民１人当たりの貯金 

67,365 円 

１世帯当たりの予算 
686,500 円 

平成２8 年１２月末日現在 

人 口：108,488 人 

世帯数：47,403 世帯 
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３．平成２９年度予算の主な政策 

 

 

 

 

「楠公さん」が日本遺産（※）の認定を受けることで、交流人口の増加や「楠公さん」を

通じた観光振興により、地域活性化を実現します。 

 ※地域の歴史的魅力や特色を通じて日本の文化・伝統を語

るストーリーを、文化庁が日本遺産として認定する制度。 

 

 

 

 河内長野市をはじめ、神戸市、四條畷市、島本町、富田林

市、千早赤阪村の６市町村が連携し、南北朝の武将である楠

木正成・正行をテーマに日本遺産への認定を盛り上げていき

ます。 

 そこで、日本遺産のテーマに関連したシンポジウムの開催

や楠木正成の菩提寺である観心寺でのライトアップを実施

するとともに、「楠公さん」ゆかりの地の映像を「ドローン」

等を活用してユーチューブやSNSなどで効果的に発信するな

ど、日本遺産の認定に向け地域から機運を高めます。 

 また、図書館が所蔵する郷土歴史資料のうち、『観心寺紀要』『楠公』『菊水鑑』等の「楠

公さん」に関する希少かつ貴重な資料について劣化が相当進んでいるため、これら資料の修

復保存を図り、次世代に引き継ぎます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４，６７５千円（ポスターチラシ印刷、文化財ライトアップ事業委託料、備品購入費、 

         資料修復委託料、講師謝礼など） 

担当：生涯学習部 ふるさと文化財課（内線７４５） 

文化・スポーツ振興課（内線７３８） 

       図 書 館（電話52-4381） 

総合政策部 都市魅力戦略課（内線５６３） 

環境経済部 産 業 観 光 課（内線４７１） 

 ①日本遺産認定への取組み 

  

目的 

内容 

予算額 



- 4 - 

 

 

 

 

 

 

 今後予想される高齢化による救急件

数の増加に対応するため、救急体制の強

化を図り市民の安全・安心を守ります。 

 

 

 

 

 高齢化による救急件数の増加や救急車稼働時間の長時間化により、救急要請が輻輳し

救急車が足りなくなるケースが増加しています。現状、専任救急隊３隊を配置していま

すが、４件目の救急要請への対応には時間を要してしまうため、救急車両１台を増車し、

職員を６名増員することで救急体制の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４３，５００千円（高規格救急車購入） 

担当：消防本部 警防課（内線４４４） 

②救急体制の強化 

目的 
救急推移 

      平成２０年    平成２７年 

 救急件数 ４,０９０件    ４,８５７件   

 搬送人員 ３,７４５人    ４,２６２人 

 救急件数は 18.8%、搬送人員は 13.8％増加！ 

内容 

 

 

 

１台増車で、より素早く

対応します！ 

予算額 

http://www.irasutoya.com/2013/05/blog-post_5685.html
http://www.irasutoya.com/2013/05/blog-post_5685.html
http://www.irasutoya.com/2013/05/blog-post_5685.html
http://www.irasutoya.com/2013/05/blog-post_5685.html
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 核家族化、地域のつながりの希薄化等により、地域において妊娠期から子育て期の家

族を支える力が弱くなってきており、妊娠・出産・子育てに係るさまざまな悩みや不安、

負担が増えています。このため、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたるまで

切れ目のない相談支援体制を構築します。 

 また、通常の妊婦より合併症等のリスクが高くなる多胎妊婦の健康管理の充実と、経

済的負担の軽減を図ります。 

 

 

 

・子育て世代包括支援センターの推進 

妊娠・出産・子育て等の悩みや不安、産前・産後のストレス等について、助産師・

保健師による個別相談を実施しています。心理的な問題を抱えている妊産婦等の支援

を充実するため、心理相談員による相談を新たに実施します。 

・妊婦健康診査の充実 

現在、妊婦一人につき１４回分合計１１６，８４０円の妊婦健康診査公費助成を実

施していますが、多胎妊婦に対して５回分の公費助成を追加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３，１１７千円（心理相談員嘱託員報酬、費用弁償） 

   ２５９千円（委託料、印刷製本費） 

担当：保健福祉部 健康推進課（内線１４７） 

③子どもを産み育てる環境の充実 

目的 

内容 

予算額 

電話・来所・訪問により 

個別に対応しています。 

（来所・訪問は予約必要） 

相談 

支援 

「気持ちが落ち込む」「育児がしんどい」

「おっぱい足りてる？」「泣き止まない」

「子どもの発達が心配」・・・など 
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 共働き世帯の増加等による保育需要に対応するため、民間保育所の定員増や私立幼稚

園の認定こども園への移行により保育定員を拡充することで待機児童対策を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 民間保育所において、老朽化施設の更新に併せて待機児童の発生しやすい０歳～２歳

児の定員増を行う施設に対して、民間保育所整備費市費補助金を交付します。 

また、保育の量の拡充と質の向上を図るため、私立幼稚園から移行した認定こども園

に対しては、子ども・子育て支援法に基づき施設型給付を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １５９，４５６千円（民間保育所整備費市費補助金） 

 ６６４，５４８千円（認定こども園給付費） 

担当：子ども未来部 子ども子育て課（内線７０３） 

④保育環境の充実 

目的 

内容 

予算額 

（参考）平成２８年度 待機児童 

     ４月時点：０名 

    １０月時点：７名 

・民間保育園１園の建替 定員数＋２０名 

・認定こども園の整備  ５園→９園 
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 観光客への利便性の向上や“おもてなし”の充実、

整備を行い、交流人口の増加や滞在時間の拡大を図

ります。 

 

 

 

 観光客を受け入れる体制の整備や観光産業の創出など、今後、本市が進むべき観光の

方向性等を新たに示す「観光振興計画」を策定します。 

 

 

 自主的、主体的に産業及び観光振興事業を行う事

業者等に対し、当該事業に係る初期投資費用を助成

し、市内の地域資源を効果的に活用した産業・観光

振興を図ります。 

 

 

 奥河内くろまろの郷は、今春「道の駅」登録の予定であり、更なる活性化に向け下記

の取組みを実施します。 

【奥河内体験プログラム充実事業】 

 市内での農業体験等の情報を沿線情報誌等で市外向けに発信するとともに、くろまろ

の郷周辺施設をはじめとする様々な体験プログラムを紹介する冊子を増刷・配布します。 

【奥河内サイクルツーリズム事業】 

 平成 28 年度に整備したレンタサイクルの充実を

図るため、新たなモデルコースの設定、マップの作

成、拠点の拡大などを行います。 

【奥河内ロゲイニング事業】 

 河内長野市全域を競技エリアとした「奥河内ロゲ

イニング大会」を実施し、本市の魅力発信を行いま

す。 

 

 

  ２，３２８千円（観光振興計画の策定にかかる報酬、委託料） 

 ２０，０００千円（産業・観光振興事業施設整備等支援補助金） 

  ４，３４４千円（奥河内くろまろの郷の活性にかかる委託料など） 

担当：環境経済部 産業観光課（内線４７１） 

         農林課（内線４１７） 

⑤観光で訪れるまちづくり 

目的 

内容 

予算額 

産業・観光振興事業施設整備等支援事業 

奥河内くろまろの郷の活性 

観光振興計画の策定 
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 人口減少の著しい若年層の本市への転入・定住化の促進のため、平成 26 年度より子

育て・若年夫婦マイホーム取得補助制度を実施してきました。近年は、近隣市や国でも、

若年層の定住・転入だけでなく、親との近居や同居を促進する補助制度が実施されてい

ます。そこで、本市においても、市内に居住する親世帯との近居又は同居を目的として

住宅を取得した子育て・若年世帯に対する補助制度を実施します。このことにより、若

年層の本市への転入・定住だけでなく、親子世代間の相互扶助を促進し、若年・子育て

世帯が安心して出産・育児ができる住環境の創出と活力ある地域社会を築いていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

  

 

 

 

 

 

 

 １０，３４０千円（マイホーム取得補助金） 

担当：都市づくり部 都市創生課（内線５３７） 

⑥子育て・若年世帯の転入・定住、 

親世帯との近居・同居を促進 

目的 

内容 

予算額 

 

親世帯と近居又は同居、市内転居又は市外

からの転入の場合に応じて最大 30 万円 

 

住宅ローン額に応じて 

最大 30 万円 

（新）親子近居同居促進 

   マイホーム取得補助事業 

①小学生未満の子どもがいる世帯 

②夫婦共に 40 歳未満の夫婦のみ世帯 

③市内に親世帯が 1 年以上居住している 

（旧）子育て・若年夫婦 

   マイホーム取得補助事業 

①小学生未満の子どもがいる夫婦世帯 

②夫婦共に 40 歳未満の夫婦のみ世帯 親子の絆

を応援 

 若年層の転入促進・転出抑制 ⇒ 人口維持・構成バランスの改善 

 親子の近居・同居を促進   ⇒ 老後の支援・介護や出産・育児の負担軽減 
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 本市では、第５次総合計画において、まちづくりを支える基本政策の一つとして「協

働によるまちづくり」を掲げるとともに、小学校区ごとに、地域の将来像や目標、市民

が主体的に行う取組みなどを示した「地域別計画」を策定し、より地域の実態に合った

個性ある地域づくりを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自治会活動の充実を図るきっかけづくりや、地域住民の自主的な活動を推進し、自治

会の活性化を促進するため、自治会の規模にかかわらず、自治会活動に係る備品を購入

する場合に、その費用の一部を補助します。 

 また、小学校区を主な単位とし、自治会をはじめ地域住民や各種団体によるネットワ

ーク組織である地域まちづくり協議会等に対して、地域別計画の実行に向けた活動を支

援するため、平成２８年度に導入したハード事業に続き、ソフト事業についても先駆的

な取組み等への補助を行います。 

 

 

 

 ５，０００千円（自治会活動環境整備事業補助金） 

 １，８００千円（市民公益活動支援補助金（地域まちづくり型・ソフト事業）） 

 ２，５００千円（市民公益活動支援補助金（地域まちづくり型・ハード事業）） 

 

担当：市民生活部 自治協働課（内線２９６） 

⑦地域コミュニティの活性化 

目的 

内容 

予算額 

 そのような中、地域の最も基礎的

なコミュニティである自治会への

支援の充実を図るとともに、自治会

を基盤に、地域住民や各種団体、事

業者など多様な担い手による連携

を促進し、地域の特性や課題解決に

向けた市民主体の取組みを推進す

ることにより、地域コミュニティの

活性化を図ります。 
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一般会計の概要 
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４．一般会計 当初予算（主な増減理由） 

《歳 入》 

① 市 税 121 億 1,951 万 9 千円 〔前年度比 ▲4,536 万円 2 千円（▲0.4%）〕 

 ○ 「個人市民税」は、雇用の改善や徴収率の向上により、前年度比 0.5％増（＋2,798 万 9 千円） 

 ○ 「法人市民税」は、市内企業の減益などにより、前年度比 14.8％減（▲9,928 万 1 千円） 

 ○ 「固定資産税」は、地価の下げ止まりや新築増により、前年度比 0.3％増（＋1,236 万 3 千円） 

 

② 地方交付税 58 億 300 万円 〔前年度比 +1 億 1,600 万円（＋2.0%）〕 

 ○ 平成２９年度の地方財政計画において、臨時財政対策債が前年度比 2,572 億円増加し、地方交付

税総額は前年度比 3,705 億円減少するため、実質的な地方交付税は 1,133 億円の減少となっている。 

   当市の平成２９年度の普通交付税は、過去に発行した地方債の元利償還金の終了などにより基準

財政需要額が減少する一方、基準財政収入額においては、市税の減少に加え地方消費税交付金等の

各種交付金が減少すると見込んだ結果、普通交付税としては、1 億 1,600 万円の増加となった。ま

た、臨時財政対策債は、臨時財政対策債振替額の増加が見込まれることから、2 億円の増加を見込

む。 

 

③ 国・府支出金 80 億 1,323 万 9 千円 〔前年度比 ▲2 億 7,812 万円（▲3.4%）〕 

○ 障がい者自立支援給付費負担金の増（＋2 億 3,176 万 4 千円） 

○ 民間保育園の建替えに伴う安心こども基金事業補助金の増（＋9,962 万 7 千円） 

○ 下里人工芝球技場整備の完了などに伴う社会資本整備総合交付金の減（▲3,539 万 1 千円） 

○ 臨時福祉給付金（年金生活者・子育て世帯等含む）の減（▲5億 3,100 万 7 千円） 

 

④ 繰入金 2 億 8,105 万 8 千円 〔前年度比 ▲3 億 7,538 万 6 千円（▲57.2%）〕 

○ 市営斎場整備事業完了などに係る普通建設事業基金のとりくずしの減（▲1 億 9,061 万 2 千円） 

○ 退職者手当の年度間平準化のための財政調整基金のとりくずしの減（▲1 億 3,113 万 3 千円） 

○ 滝畑地区環境整備のための滝畑地区環境整備基金とりくずし金の減（▲4,100万円） 

 

⑤ 市 債 21 億 7,820 万円 〔前年度比 ▲6 億 7,580 万円（▲23.7%）〕 

 ○ 市営斎場建替等整備事業債の減（▲8億 1,680 万円） 

○ 滝畑地区環境整備事業債の減（▲1 億 1,100 万円） 

○ 臨時財政対策債の増（＋2 億円）
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《歳 出》 

① 人件費 60 億 4,443 万 6 千円 〔前年度比 ▲1 億 6,094 万 1 千円（▲2.6%）〕 

○ 一般職退職手当支給対象人数の減（22 人→17人、▲1 億 1,932 万 6 千円） 

 ○ 特別職退職手当支給対象人数の減（2 人→1人、▲2,291万円） 

 ○ 参与の設置による増（＋1,349 万 5 千円） 

 ○ 職員数の減等による減（▲5,938万 9 千円） 

 ○ 事業の見直しによる嘱託員報酬の減（▲3,206万 8 千円） 

 ○ 給料減額期間終了に伴う増（＋5,131 万 1 千円） 

 

② 扶助費 93 億 54 万 1 千円 〔前年度比 ＋6 億 6,128 万 9 千円（＋7.7%）〕 

 ○ 私立幼稚園から認定こども園への移行に伴う認定こども園給付費の増（＋4 億 2,648 万 4 千円） 

 ○ 障がい者の自立支援のための給付費などの増（＋1 億 6,430 万円） 

 ○ 障がい児の放課後デイサービスの利用者数などの増（＋1 億 4,386 万 8 千円） 

 ○ 生活保護費の減（▲5,000万円） 

  

③ 公債費 30 億 6,044 万 8 千円 〔前年度比 ＋1 億 1,893 万 8 千円（＋4.0%）〕 

 ○ 長期債償還元金の増（＋1 億 9,866 万 9 千円） 

 ○ 長期債償還利子の減（▲7,973 万 1 千円） 

 

④ 普通建設事業費 11 億 6,627 万 8 千円 〔前年度比 ▲12 億 5,242 万 9 千円（▲51.8%）〕 

○ 市営斎場建替完了などによる減（▲11億 4,760 万 8 千円） 

○ 滝畑地区環境整備事業による減（▲1億 8,200 万円） 

○ 保育推進事業による増（＋1 億 5,945 万 6 千円） 

 

⑤ 物件費 50 億 2,330 万 9 千円 〔前年度比 ▲1 億 5,443 万 4 千円（▲3.0%）〕 

 ○ 臨時福祉給付金（年金生活者・子育て世帯含む）の減（▲9,751 万 1 千円） 

 ○ 衛生処理場の脱水汚泥等の外部処理などによる減（▲3,387万 6 千円） 

 ○ 下里人工芝球技場の備品完備などによる減（▲1,069万 1 千円） 

 ○ 消防車輛の保守点検費用などの減（▲1,061万 9 千円） 

  

⑥ 補助費等 30 億 4,572 万 5 千円 〔前年度比 ▲7 億 5,623 万 7 千円（▲19.9%）〕 

○ 国の補正に伴い平成 28 年度の 3 月補正に前倒しで計上することに伴う臨時福祉給付金（年金生

活者・子育て世帯含む）事業費の減（▲4億 2,910 万円） 

○ 私立幼稚園から認定こども園への移行に伴う給付の減（▲1億 5,520 万 5 千円） 

○ 下水道事業会計繰出金の減（▲1億 2,084 万 8 千円） 

○ 産業・観光振興施設整備等補助金の新設などによる商工業振興事業の増（＋1,737 万 8 千円） 

  

⑦ 繰出金 42 億 4,766 万 8 千円 〔前年度比 ＋1 億 6,662 万 8 千円（＋4.1%）〕 

○ 高齢化による後期高齢者医療制度運営事業の増（＋1 億 292 万 5 千円） 

○ 高齢化による介護保険特別会計繰出金の増（＋3,909 万 2 千円） 
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自主財源

依存財源 （単位：千円、％）

構成比 構成比

1 市税 12,119,519 37.2 12,164,881 35.8 ▲ 45,362 ▲ 0.4

個人市民税 5,551,170 17.1 5,523,181 16.2 27,989 0.5

法人市民税 571,601 1.7 670,882 2.0 ▲ 99,281 ▲ 14.8

固定資産税 4,425,668 13.6 4,413,305 13.0 12,363 0.3

軽自動車税 179,962 0.5 186,141 0.5 ▲ 6,179 ▲ 3.3

たばこ税 474,570 1.5 457,203 1.3 17,367 3.8

入湯税 2,800 0.0 2,962 0.0 ▲ 162 ▲ 5.5

都市計画税 913,748 2.8 911,207 2.8 2,541 0.3

2 地方譲与税 217,701 0.7 222,401 0.7 ▲ 4,700 ▲ 2.1

3 利子割交付金 21,400 0.1 34,600 0.1 ▲ 13,200 ▲ 38.2

4 配当割交付金 80,400 0.2 165,300 0.5 ▲ 84,900 ▲ 51.4

5 株式等譲渡所得割交付金 47,500 0.1 136,800 0.4 ▲ 89,300 ▲ 65.3

6 地方消費税交付金 1,761,400 5.4 1,895,000 5.6 ▲ 133,600 ▲ 7.1

7 ゴルフ場利用税交付金 20,000 0.1 21,200 0.1 ▲ 1,200 ▲ 5.7

8 自動車取得税交付金 99,400 0.3 76,100 0.2 23,300 30.6

9 地方特例交付金 60,300 0.2 55,400 0.2 4,900 8.8

10 地方交付税 5,803,000 17.8 5,687,000 16.7 116,000 2.0

11 交通安全対策特別交付金 23,400 0.1 18,900 0.1 4,500 23.8

12 分担金及び負担金 409,082 1.3 399,614 1.2 9,468 2.4

13 使用料及び手数料 649,294 2.0 645,340 1.9 3,954 0.6

14 国庫支出金 5,338,397 16.4 5,827,415 17.1 ▲ 489,018 ▲ 8.4

15 府支出金 2,674,842 8.2 2,463,944 7.2 210,898 8.6

16 財産収入 165,748 0.5 152,774 0.4 12,974 8.5

17 寄附金 35,000 0.1 50,000 0.1 ▲ 15,000 ▲ 30.0

18 繰入金 281,058 0.9 656,444 1.9 ▲ 375,386 ▲ 57.2

うち財政調整基金繰入金 49,867 0.2 181,000 0.5 ▲ 131,133 ▲ 72.4

19 繰越金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

20 諸収入 553,359 1.7 471,887 1.4 81,472 17.3

21 市債 2,178,200 6.7 2,854,000 8.4 ▲ 675,800 ▲ 23.7

うち臨時財政対策債 1,800,000 5.5 1,600,000 4.7 200,000 12.5

32,540,000 100.0 34,000,000 100.0 ▲ 1,460,000 ▲ 4.3

平成２８年度
当初予算額

（b）

増減
(a-b)

増減率
（a-ｂ）/ｂ

合　　計

区　　分
平成２９年度
当初予算額

（a）

 

一般会計 歳入予算 
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自主財源 

依存財源 
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（単位：千円、％）

構成比 構成比

義務的経費 18,405,425 56.6 17,786,139 52.3 619,286 3.5

1 人件費 6,044,436 18.6 6,205,377 18.2 ▲ 160,941 ▲ 2.6

2 扶助費 9,300,541 28.6 8,639,252 25.4 661,289 7.7

3 公債費 3,060,448 9.4 2,941,510 8.7 118,938 4.0

投資的経費 1,180,728 3.6 2,433,207 7.2 ▲ 1,252,479 ▲ 51.5

4 普通建設事業費 1,166,278 3.6 2,418,707 7.1 ▲ 1,252,429 ▲ 51.8

5 災害復旧事業費 14,450 0.0 14,500 0.1 ▲ 50 ▲ 0.3

その他経費 12,923,847 39.7 13,750,654 40.4 ▲ 826,807 ▲ 6.0

6 物件費 5,023,309 15.4 5,177,743 15.2 ▲ 154,434 ▲ 3.0

7 維持補修費 170,684 0.5 271,553 0.8 ▲ 100,869 ▲ 37.1

8 補助費等 3,045,725 9.4 3,801,962 11.2 ▲ 756,237 ▲ 19.9

9 繰出金 4,247,668 13.0 4,081,040 12.0 166,628 4.1

10 貸付金 58,663 0.2 30,842 0.1 27,821 90.2

11 積立金 377,798 1.2 387,514 1.1 ▲ 9,716 ▲ 2.5

予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

32,540,000 100.0 34,000,000 100.0 ▲ 1,460,000 ▲ 4.3

増減率
（a-ｂ）/ｂ

平成２８年度
当初予算額

（ｂ）

合計

区　　分
平成２９年度
当初予算額

（a）

増減
(a-b)

 

一般会計 歳出予算（性質別） 

普通建設事業費等
3.6%

繰出金
13.0%

補助費等
9.4%

人件費
18.6%

扶助費28.6%

公債費9.4%

物件費
15.4%

その他
2.0%

歳 出
325億4千万円
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（単位：千円、％）

構成比 構成比

1 議会費 305,051 0.9 300,150 0.9 4,901 1.6

2 総務費 3,461,776 10.6 3,733,866 11.0 ▲ 272,090 ▲ 7.3

3 民生費 15,275,863 47.0 14,860,870 43.7 414,993 2.8

4 衛生費 3,065,852 9.4 4,547,409 13.4 ▲ 1,481,557 ▲ 32.6

5 労働費 17,099 0.1 17,100 0.0 ▲ 1 ▲ 0.0

6 農林業費 493,143 1.5 463,976 1.4 29,167 6.3

7 商工費 278,183 0.9 207,616 0.6 70,567 34.0

8 土木費 2,542,669 7.8 2,599,349 7.6 ▲ 56,680 ▲ 2.2

9 消防費 1,213,301 3.7 1,161,277 3.4 52,024 4.5

10 教育費 2,782,155 8.6 3,122,367 9.2 ▲ 340,212 ▲ 10.9

11 災害復旧費 14,450 0.0 14,500 0.0 ▲ 50 ▲ 0.3

12 公債費 3,060,458 9.4 2,941,520 8.7 118,938 4.0

13 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

32,540,000 100.0 34,000,000 100.0 ▲ 1,460,000 ▲ 4.3

平成２８年度
当初予算額

（b）

増減率
（a-ｂ）/ｂ

合計

平成２９年度
当初予算額

（a）

増減
(a-b)

区分

 

 

一般会計 歳出予算（目的別） 
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Ⅰ 市税収入の状況 

（単位：百万円） 

7,831

5,072

1,651

14,554

7,677

5,061

1,634

14,372

7,154

4,872

1,562

13,588

6,610

4,887

1,575

13,072

6,651

4,812

1,615

13,078

6,550

4,524

1,546

12,620

6,543

4,521

1,601

12,665

6,524

4,523

1,584

12,631

6,394

4,432

1,560

12,386

6,194

4,413

1,558

12,165

6,123

4,426

1,571

12,120

0

4,000

8,000

12,000

16,000

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

市民税 固定資産税 その他

 

 

Ⅱ 市税収入と義務的経費の状況（普通会計） 

（単位：百万円） 

12,292 11,984 12,065
12,936

14,254

11,727 11,754 12,438

11,159

11,348 11,331

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

義務的経費（人件費・扶助費・公債費に係る一般財源）          

 

 

14,554
14,372

13,588
13,072

13,078

12,620 12,665 12,631 12,386

12,165 12,120

市税

３月補正後 

予算額 当初予算額 

平成２３年度については、市債の最終償還として約２３億１千万円を計上している

ため、例年に比べ一般財源が突出しています。 

※平成 19年度から平成 27年度は決算額 

 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

0 

～参考資料～ 

※平成 19年度から平成 27年度は決算額 
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Ⅲ 市税・交付税・臨時財政対策債の推移 

（単位：百万円） 

14,554

4,469

992

20,015

14,372

4,648

929

19,949

13,588

5,077

1,400

20,065

13,072

6,030

2,137

21,239

13,078

6,213

1,913

21,204

12,620

6,286

1,951

20,857

12,665

6,399

2,040

21,104

12,631

6,113

1,882

20,626

12,386

6,220

1,260

19,866

12,165

5,687

1,600

19,452

12,120

5,803

1,800

19,723

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

市税 地方交付税 臨時財政対策債

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

0 

※平成 19年度から平成 27年度は決算額 
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Ⅳ 市債発行額の推移（普通会計） 

（単位：億円） 

31.3

0.1

9.9

41.3

2.8

9.3

12.1

3.9

14.0

17.9

11.0

1.5

21.4

19.0

52.9

5.1

19.1

24.2

9.4

0.1

19.5

29.0

15.4

20.4

35.8

13.3

18.8

32.1

11.8

12.6

24.4

20.2

16.0

36.2

3.8

18.0

21.8

0

20

40

60

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

通常債 財源対策債等 臨時財政対策債 第三セクター等改革推進債

 

Ⅴ 市債残高の推移（普通会計） 

 

（単位：億円） 

259.0

45.7

85.3

390.0

236.8

41.1

91.6

369.5

214.4

36.7

102.0

353.1

213.0

33.7

118.6

365.3

172.1

29.0

132.9

334.0

161.7

24.6

147.1

333.4

154.9

19.8

161.3

336.0

137.4

17.9

172.1

327.4

133.7

16.8

175.5

326.0

136.6

16.5

178.4

331.5

124.3

15.0

185.2

324.5

0

100

200

300

400

500

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

通常債 減税補てん債等 臨時財政対策債

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

※平成 19年度から平成 27年度は決算額 

※平成 19年度から平成 27年度は決算額 
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 Ⅵ 人口１人当たりの市債現在高の推移（普通会計） 

（単位：万円） 

30.6

29.529.5

30.8
29.9

33.5

32.0 32.0

30.1

29.6

29.8

23

25

27

29

31

33

35

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
 

 

（注）人口は、各年度末（平成２８年度、平成２９年度は平成２８年１２月末）の住民基本台帳によ

るものです。 

 

Ⅶ 実質公債費比率の推移 

（単位：％） 

6.86.7
7.27.5

10.6

8.7

1.2

3.4

4.6

5.5

9.7

0

5

10

15

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29  
 

（注）財政健全化法の施行により、平成１９年度決算から算定式に変更があります。 

 

当初予算額 
※平成 19年度から平成 27年度は決算額 

 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

※平成 19年度から平成 27年度は決算額 

0 

３月補正後 

予算額 



- 21 - 

Ⅷ 基金残高の推移 

（単位：億円） 
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Ⅸ 経常収支比率の推移（普通会計） 

（単位：％） 
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